
が変わります

　
　
保
の
加
入
者
は
「
年
齢
構
成　

　
　
が
高
く
、
医
療
費
水
準
が
高

い
」「
低
所
得
者
が
多
い
」
構
造

と
な
っ
て
い
る
た
め
、
国
保
税
な

ど
の
収
入
よ
り
も
医
療
費
な
ど
で

支
出
す
る
お
金
が
多
く
、
市
町
村

単
位
で
は
安
定
し
た
財
政
運
営
が

困
難
で
あ
る
な
ど
の
課
題
が
あ
り

ま
す
。

　　
平
成
27
年
５
月
27
日
に
「
持
続

可
能
な
医
療
保
険
制
度
を
構
築
す

る
た
め
の
国
民
健
康
保
険
法
等
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
」
が
成
立

し
、
市
町
村
で
行
っ
て
い
た
財
政

運
営
を
平
成
30
年
度
か
ら
都
道
府

県
が
責
任
主
体
と
な
る
こ
と
に
な

り
ま
し
た
。

　
こ
の
こ
と
に
よ
り
、
安
定
的
な

国
保
の
運
営
を
図
る
こ
と
が
期
待

さ
れ
ま
す
。

　
こ
の
制
度
改
正
に
よ
る
大
き
な

変
更
点
は
次
の
と
お
り
で
す
。

　
医
療
給
付
な
ど
の
国
保
の
事
業

に
必
要
な
お
金
を
各
市
町
村
が
納

付
金
と
し
て
都
道
府
県
に
納
め
ま

す
。

　
都
道
府
県
が
各
市
町
村
の
医
療

費
水
準
や
所
得
水
準
を
基
に
市
町

村
ご
と
の
納
付
金
を
決
定
し
ま

す
。
併
せ
て
、
都
道
府
県
は
納
付

金
の
納
付
に
必
要
な
市
町
村
ご
と

の
標
準
保
険
税
率
を
示
し
ま
す
。

　
市
町
村
は
都
道
府
県
が
示
し
た

標
準
保
険
税
率
を
参
考
に
、
保
険

税
率
を
決
定
し
ま
す
。

　
な
お
、
こ
れ
ま
で
市
町
村
単
位

で
行
っ
て
い
た
保
険
証
な
ど
の
発

行
や
、
保
険
税
の
賦
課
・
徴
収
な

ど
は
引
き
続
き
市
町
村
単
位
で
行

い
ま
す
。

　
ま
た
、
保
険
給
付
や
保
健
事
業

に
つ
い
て
も
、
若
干
の
変
更
点
は

あ
る
も
の
の
従
来
と
大
き
な
変
更

は
あ
り
ま
せ
ん
。

～国保の財政運営は市町村から
　　　　　　　　　　都道府県へ移行します～

な
ぜ
都
道
府
県
に

変
わ
る
の
？

何
が
変
わ
る
の
？

各市町村が国保財政運営の
責任主体

都道府県が国保財政運営の責任主体

国
保
の
現
状
と
課
題

制
度
改
正
に
よ
る
財
政
の
安
定

都道府県は保険給付
に必要な費用を市町
村に全額支払う

1３ ２

平成 30年度から現　在

市町村
・資格管理
  （被保険者証などの発行）
・保険税率、税額の決定、賦課　　
  徴収
・保険給付
・保健事業

都道府県
・国保運営方針を定める 
  （道内の統一的方針）

市町村
・資格管理（被保険者証な
  どの発行）
・保険税率、税額の決定、
  賦課徴収
・保険給付　・保健事業

市町村は都道府県
が決定した納付金
を納付する

広報とうや湖　2017年８月

平成30年度か
ら

■問合せ　住民課国保医療グループ
　　　　　（☎ 74-3002）
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